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１．はじめに 

 近年，門型ラーメン構造やインテグラルアバット構

造など上部構造の主桁を橋台に直接接合する橋台部ジ

ョイントレス構造が提案・施工されている。橋台部ジ

ョイントレス構造は，支承と伸縮装置の省略によりラ

イフサイクルコスト縮減や維持管理作業の負担軽減等

に資する構造である。欧米では，橋台部ジョイントレ

ス構造のうちインテグラルアバット橋が普及しており，

特に，米国では1930年頃に開発され，現在までに約2

万橋の実績がある 1)。しかし，日本では設計法が体系

的に整備されておらず，橋台背面舗装の損傷といった

維持管理上の課題等により，現在まで広く普及するに

至っていない。上記を背景とし，平成 18～平成 21 年

度に橋台部ジョイントレス構造の設計法に関する共同

研究1)～3)が実施され，橋台部ジョイントレス構造の橋

台背面アプローチ部に対する要求性能や性能照査の基

本的な考え方が示され，インテグラルアバット構造の

設計・施工ガイドライン(案)3)が作成された。これら

の知見は，平成24年に改訂された道路橋示方書4)(以 

表－1 鋼桁を用いた橋台部ジョイントレス構造の概要 

構造形式 

橋台部ジョイントレス構造(鋼上部構造) 

門型ラーメン構造 
インテグラル 

アバット構造 

概略図 

接続部 

概要図 

支承条件 無(剛結) 無(剛結) 

伸縮装置 無 無 

温度変化 

による桁 

伸縮への 

対応 

橋台壁及び基礎の 

剛性により対応 

橋台杭基礎の変形 

により追随 

下，道示と称す)において，橋台部ジョイントレス構造

に関わる規定として新たに導入されている。 

 しかしながら，橋台部ジョイントレス構造のうち，

鋼桁と鉄筋コンクリート橋台の接合部(以下，鋼－コン

クリート接合部と称す)については，地震時挙動に対す

る知見や具体的な照査方法等が明らかでないことから，

要求性能と設計照査の基本的な考え方が示されるにと

どまっている。 

 そこで橋台部ジョイントレス構造の普及を図るため，

鋼門型ラーメン構造と鋼インテグラルアバット構造

(表－1)を対象として，鋼－コンクリート接合部の要求

性能を満足させる照査方法や構造細目，施工方法等を

提案することを目的として，(独)土木研究所，大阪工

業大学及び(一社)日本橋梁建設協会にて，共同研究を

実施している。 

 本発表では，共同研究の成果の一部として，鋼－コ

ンクリート接合部を対象に，その抵抗特性の把握，要

求性能を満足させる照査方法及び構造細目の確立を目

的として，設計課題を抽出し，その課題に対して実施

した試設計と実験供試体を対象とした有限要素解析に

ついて報告する。

２．設計に関する課題 

 鋼－コンクリート接合部に関する設計手法が確立さ

れておらず，特に設計者の判断に委ねられるケースが

多いと考えられる項目として，以下の9項目を設計に

関する課題として抽出した。 

１）鋼－コンクリート接合部の設計手法の確立 

 ずれ止めとして一般的に使用されている頭付きスタ

ッド(以下，スタッドと称す)を用いた鋼－コンクリー

ト接合部は，曲げモーメントを受ける剛域部材として

耐力特性が明らかにされておらず，作用力に対するス

タッドなど各種部材における抵抗比率（載荷荷重から

計算される作用曲げモーメントに対する各抵抗要素の

抵抗率）は不明である。現状の接合部の設計では，曲

げモーメントの伝達は，スタッドによる場合がほとん

どであり，鉛直せん断力の伝達ではスタッドに加えて

鋼桁下フランジ下面とコンクリートの支圧力に分担さ
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せる事例が多い。 

また，スタッドの許容せん断力は，降伏に対して 3

以上，破壊に対して6以上の安全率を有するとされて

いる道示4)Ⅱ12.5.5を用いて算出しており，橋台壁へ

の鋼桁定着が困難な事例も見られ，フランジの拡幅や

腹板のスタッドを有効本数に見込む等の事例が見うけ

られる。 

２）鋼－コンクリート接合部の鋼桁深さが 

浅いことによる影響 

 スタッドを用いた鋼－コンクリート接合部に関して

は，橋台壁厚が薄く鋼桁埋込み深さが相対的に浅い場

合，埋込み深さを十分に取れる場合と比較してスタッ

ドおよび支圧の抵抗比率への影響の有無が不明である。 

３）鋼桁埋込み部の支圧抵抗の有無 

 現状の設計では，安全性の照査として曲げモーメン

トを下フランジ下面の支圧力や上フランジ上面の押し

抜きせん断力に換算して照査を行う事例がある。しか

し，鋼桁埋込み部の上フランジに生じる上向きの力に

対する押し抜きせん断の発生応力分布が明確ではない

ことから，鋼－コンクリート接合部に作用する支圧力

に抵抗させる補強鉄筋量について確立された設計方法

はなく，その確立が課題である。また，下フランジ下

面の支圧力について，コンクリートの充填性の影響も

あり，計算上支圧抵抗は考慮されていないことが多い

が，押し抜きせん断と同様に発生応力分布が明確では

ない。 

４）鋼－コンクリート接合部スタッドの 

有効範囲の明確化 

 作用力に対して，フランジやウェブに配置したスタ

ッドの分担割合が明確でなく，軸力及び曲げモーメン

トに対して，上下フランジ及びウェブ高の1/4まで配

置したスタッドで抵抗する事例，あるいは上下フラン

ジ及びウェブ全面のスタッドで抵抗する事例など様々

であり，確立された設計手法がない。 

５）鋼－コンクリート接合部に対する斜角の影響評価 

 門型ラーメン構造について，斜角を有する場合，上

部構造及び下部構造にねじれの影響等が生じる。しか

し，斜角を有する門型ラーメン構造に対する設計上の

留意点が明確でない。本検討では，背面土圧の影響が

大きいインテグラルアバット構造は直橋を基本と考え

る。 

６）大地震時の挙動の評価 

 一般に，単径間の門型ラーメン構造，インテグラル

アバット構造については，レベル1地震動で断面を決

定すればよいとされており，実橋でもレベル2地震動

に対して照査した事例は少ない。また，鋼－コンクリ

ート接合部の大地震時挙動や耐力特性を踏まえた具体

的な照査方法については明らかにされておらず，橋台

部ジョイントレス構造を対象とした大地震時の挙動に

対する評価方法について明確にする必要がある。 

７）鋼桁埋込み部フランジに対する局部座屈の設計 

 鋼桁埋込み部フランジの局部座屈に対する設計法が

明確でない。 

８）鋼－コンクリート接合部の信頼性解析 

 鋼－コンクリート接合部が万が一損傷する場合，損

傷部位は鋼桁，鋼－コンクリート接合部，橋台壁が考

えられるが，脆性的な破壊を避け，じん性の高い構造

物とするとともに点検の容易さや橋の使用性等を考慮

した場合，損傷は橋台壁側に確実に誘導することが望

ましい。そのため，橋台壁に確実に塑性化が生じる設

計となるか検証する必要がある。 

９）鋼－コンクリート接合部スタッドに対する 

疲労影響評価 

 道示4)におけるスタッドの設計方法は，許容せん断

力のみが規定されており，曲げモーメントを受ける剛

域部材としての疲労の照査に関する記述は見られない。

また，既往の研究における疲労に対する検討内容とし

ては，押し抜き供試体によるスタッド疲労試験結果も

しくはコンクリート床版と鋼桁のずれ止めとしてスタ

ッドを用いる場合を想定したものであり，今回着目す

る鋼－コンクリート接合部に対しての確認が行われて

いるものではなく，スタッドに対する疲労の影響につ

いて明確にされていない。 

 本発表では，共同研究の成果の一部として，上記に

示す設計に関する課題１），２），３）について，平面

骨組解析及び実験供試体に対する有限要素解析により，

解析的検討を実施し，その内容について述べる。なお

１），２），３）以外の項目については，実験及び実橋

に対する有限要素解析などにより検討を実施している。

その内容については，別の機会に発表する。 

３．接合部の断面特性把握のための 

全体系平面骨組解析 

３．１ 解析の目的 
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表－2 に解析の目的と検討内容を整理する。インテ

グラルアバット構造と門型ラーメン構造を対象とし，

スタッドを用いた鋼-コンクリート接合部の耐力特

性・挙動の評価を行うための正負交番実験 5)や後述す

る有限要素解析のための基本条件の試算を目的に，全

体系平面骨組解析を実施した。ここでは，試算方法及

び試設計結果を報告する。 

さらに，万が一損傷を受けた場合の鋼－コンクリー

ト接合部の塑性化部位を検証するため，試算結果を用

いて鋼－コンクリート接合部における各部位の終局曲

げ耐力を算出し，その結果についても報告する。 

３．２ 解析ケース 

本共同研究の一つの目的がジョイントレス構造の地

方自治体への普及であるため，試設計は自治体での管

理橋の多い中小橋梁を想定し，道示 4)Ⅳ下部構造編に

示される単径間橋梁を対象とした。 

過去の研究や施工実績等を踏まえて橋長，橋台高，

橋梁形式（多主桁橋・少数主桁橋，合成桁・非合成桁）

をパラメータとし，接合部着目の断面力が最大・最小

となる条件を網羅するようなケースを選定した。また，

地盤条件や適用支間など適用範囲が異なることから，

インテグラルアバット構造と門型ラーメン構造に対し

てそれぞれ16の試設計ケースを選定し，合計32ケー

スに対して解析を実施した。表－3 に試設計対象ケー

スを示す。 

３．３ 解析条件 

（１）一般条件 

表－4 に，一般条件を整理する。橋台背面アプロー

チ部の条件は，「橋台部ジョイントレス構造の設計法に

関する共同研究報告書（その3）」3)を参考に設定した。 

表－2 全体系平面骨組解析の目的と検討内容 

表－3 試設象ケース

表－4 一般条件 

No 項目 内容

1 上部構造 非合成桁，合成桁

2 幅員
全幅員 12.0m

有効幅員 10.8m

3 平面線形 R=∞

4 斜角 90°

5 基礎構造 鋼管杭

6
橋台背面

アプローチ部

【インテグラルアバット構造】

単位体積重量 γ=18kN/m
3

変形係数E0=10MN/m
2

せん断抵抗角Φ=40°

【門型ラーメン構造】

単位体積重量 γ=19kN/m3

せん断抵抗角Φ=30°

橋長 橋台高 橋長 橋台高

(m) (m) (m) (m)

多主･合成 最大 case1 多主･合成 最大 case17

少数･合成 最大 case2 少数･合成 最大 case18

多主･非合成 最小 case3 多主･非合成 最小 case19

少数･非合成 最小 case4 少数･非合成 最小 case20

多主･合成 最大 case5 多主･合成 最大 case21

少数･合成 最大 case6 少数･合成 最大 case22

多主･非合成 最小 case7 多主･非合成 最小 case23

少数･非合成 最小 case8 少数･非合成 最小 case24

多主･合成 最大 case9 多主･合成 最大 case25

少数･合成 最大 case10 少数･合成 最大 case26

多主･非合成 最小 case11 多主･非合成 最小 case27

少数･非合成 最小 case12 少数･非合成 最小 case28

多主･合成 最大 case13 多主･合成 最大 case29

少数･合成 最大 case14 少数･合成 最大 case30

多主･非合成 最小 case15 多主･非合成 最小 case31

少数･非合成 最小 case16 少数･非合成 最小 case32

16ケース16ケース

ｹｰｽ名ｹｰｽ名

Ⅲ種
(液状化有)

5

Ⅰ種

接合部
断面力着目

門型ラーメン構造インテグラルアバット構造

10

40

5

15

60

Ⅱ種

Ⅲ種

Ⅲ種

5

Ⅱ種

地盤種別

5

10

Ⅰ種

Ⅲ種

20

Ⅰ種

Ⅲ種
Ⅲ種

(液状化有)
15

20

Ⅱ種

平面骨組解析ケース数 平面骨組解析ケース数

橋梁形式
接合部

断面力着目

Ⅲ種
(液状化有)

Ⅱ種

地盤種別 橋梁形式

Ⅰ種

Ⅲ種
(液状化有)

No 解析の目的 検討内容 

1 
埋込み深さの浅い条件での鋼-コンクリート接合部断面力の算出 実橋で考え得る最も埋込み深さの浅い試設計ケースを選定し，鋼-コンク

リート接合部断面力を算出する。 

2 
スタッドの有効範囲を確認するための試設計ケースの検討および

鋼-コンクリート接合部断面力の算出（No.1と同じ試設計パターン） 

実橋で考え得る範囲で接合部の必要スタッド本数の最も多いケースを試

設計し，鋼-コンクリート接合部断面力を算出する。 

3 
レベル２地震動の影響を検証するための試設計ケースの検討（No.1

と同じ試設計パターン） 

常時設計で断面決定される試設計ケースと比較してレベル 1 地震動の影

響が卓越する試設計ケースを選定する。 

4 

鋼-コンクリート接合部の塑性化部位の検証を行うための橋梁モデ

ルの試設計および接合部終局耐力の算出（No.1 と同じ試設計パタ

ーン） 

B-B 断面（橋台壁側），鋼-コンクリート接合部，A-A 断面（鋼桁側）に

ついて，試設計断面に対する終局耐力を計算する。 
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（２）上部構造条件 

上部構造は，「橋台部ジョイントレス構造の設計法に

関する共同研究報告書（その 3）」3)と同様の構造を基

本とし，合成桁・非合成桁及び橋長の違いに応じて主

桁高を最適値に設定する。図－1 に，上部工標準断面

図を示す。 

（３）地盤条件 

Ⅱ種地盤における地盤条件及び地盤構成は，「橋台部

ジョイントレス構造の設計法に関する共同研究報告書

（その 3）3)参考資料 4.橋台壁及び橋台壁・杭基礎接

合部の設計」に記載されている地盤条件及び地盤構成

を使用した（図－2）。Ⅰ種・Ⅲ種地盤は，Ⅱ種地盤を

基に実橋であり得る範囲で鋼－コンクリート接合部の

断面力が最大・最小となる極端な地盤を想定して設定

した。インテグラルアバット構造の地盤種別は，杭基

礎の適用地盤を想定してⅡ種，Ⅲ種とした。一方，門

型ラーメン構造の地盤種別は，どの地盤でも適用する

可能性があるが，鋼－コンクリート接合部の断面力の

最大・最小に着目することから，中間となるⅡ種地盤

は対象外とした。 

（４）解析モデル

図－3 に対象橋梁と解析モデル概要図を示す。一本

棒の平面骨組フレームを用いた線形解析とし，上部工

及び橋台壁，杭基礎を含めた全体系をモデル化した。

橋台下端は，弾性固定として地盤バネ及び杭剛性を考

慮し，バネ定数は常時及び地震時で各々設定した。 

（５）荷重条件 

道示 4)及び「インテグラルアバット構造の設計・施

工ガイドライン（案）」3)に基づき荷重及び組合せを設

定する。考慮する荷重の組合せと許容応力度の割増係

数を表－5に，荷重載荷ケース及び解析モデルを図－4

に示す。解析ステップは，鋼桁架設～床版打設時は仮

支承で支持（鋼－コンクリート接合部の境界条件はピ

ン結合）した架設系を考慮した。 

３．４ 解析結果及び考察 

（１）スタッド作用力の比較 

図－1 上部工標準断面図（多主桁橋） 

図－2 地盤条件及び地層構成 

橋
台

高

A1 A2

橋  長

上部構造

（線形部材）

背面土受動抵抗
（線形ばね）

橋台壁

（線形部材）

杭周辺地盤抵抗

（線形ばね）

杭基礎

（線形部材）

G1 G2 G3 G4 G5 G1 G2

多主桁橋 少数主桁橋

図－3 全体系平面骨組解析モデル概要図 

表－5 荷重組合せ及び割増係数 

荷重ケース 許容応力度割増係数

(1) 前死荷重＋後死荷重＋活荷重＋土圧（両側） ①＋②＋③＋④ 1.00

(2) 前死荷重＋後死荷重＋活荷重＋土圧（両側）＋温度 ①＋②＋③＋④＋⑦ 1.15

(3) 前死荷重＋後死荷重＋活荷重＋土圧（両側）－温度 ①＋②＋③＋④＋⑧ 1.15

(4) 前死荷重＋後死荷重＋地震時土圧（A1のみ）＋L1地震 ①＋②＋⑤＋⑨ 1.50

(5) 前死荷重＋後死荷重＋地震時土圧（A1のみ）－L1地震 ①＋②＋⑥＋⑩ 1.50

荷重組合せケース
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（接合部剛結前）
バネモデル①

（接合部剛結後）
バネモデル①

’
（接合部剛結後）
バネモデル④荷重ケース④

土圧（A1,A2両側載荷）

静止土圧(kN/m)

Wd2(kN/m)
荷重ケース②

Wd1(kN/m)

荷重ケース①

前死荷重

後死荷重

ピン

（接合部剛結後）
バネモデル③荷重ケース⑤

地震時土圧（A1のみ載荷）

ピン

静止土圧(kN/m)

地震時土圧(kN/m)

（接合部剛結後）
バネモデル①

Wl(kN/m)
荷重ケース③

活荷重

（接合部剛結後）
バネモデル②荷重ケース⑥

地震時土圧（A2のみ載荷）

地震時土圧(kN/m)

+30℃

荷重ケース⑦

温度荷重 (+)

+10℃ +10℃

（接合部剛結後）
バネモデル①

We(kN/m)

荷重ケース⑩

We(kN/m)
We(kN/m)

（接合部剛結後）
バネモデル②

-30℃

荷重ケース⑧

温度荷重 (-)

-10℃ -10℃

（接合部剛結後）
バネモデル④

We(kN/m)
荷重ケース⑨

We(kN/m)
We(kN/m)

（接合部剛結後）
バネモデル③

L1地震荷重 (-)

L1地震荷重 (+)

Wd1(kN/m)
Wd1(kN/m)

・前死荷重（鋼桁，床版）載荷に対しては，仮支承で支持

した状態となるため，接合部はピン結合とする。 

・接合部施工後に作用する後死荷重（地覆・高欄，舗装），

活荷重，温度荷重，レベル１地震荷重，土圧に対しては，

接合部は剛結合とする。 

図－4 荷重載荷ケースと解析モデル

仮支承 鋼桁架設

床版打設

杭基礎

接合部

(1)杭・橋台壁施工     (2)桁架設       (3)床版打設      (4)接合部施工   (5)橋台背面ｱﾌﾟﾛｰﾁ部施工

＜平面骨組解析で考慮した施工手順＞ 
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表－3に示す32ケースに対し，試設計を行った。上

部構造は，橋長に対する概略設計を行い，その結果よ 

り算出した死荷重と剛度を全体系平面骨組解析の骨組

モデルに反映した。また，骨組解析による発生断面力

に対して杭の安定照査（杭の支持力や，インテグラル

アバット構造では杭頭変位 15mm 以下となることを照

査）及び橋台壁断面照査を満足する全体系平面骨組の

剛度を用いて，鋼-コンクリート接合部の断面力を算出

し，接合部の試設計を行った。 

２章，１）に課題として記述した通り，スタッドを

鋼－コンクリート接合部に用いる場合に，作用力に対

する支圧力の抵抗比率が不明である。そこで，試設計

では，鋼桁上下フランジ面の支圧力を無視し，接合部

作用断面力（軸力N，曲げモーメントM，せん断力S）

に対して算出したフランジ作用力P＝M/H＋N/2に対し，

フランジ面に配置したスタッドのみで抵抗すると仮定

し，必要スタッド本数を算出した。接合部スタッドの

作用断面力の概要を図－5に示す。 

ここで，道示4）及びその根拠とされる実験において

スタッドの許容せん断力は，降伏に対して3以上，破

壊に対して6以上の安全率を有するとされているが，

本構造のような剛域におけるずれ性状を確認するため，

1 本あたりのスタッドの許容せん断力を道示 4)Ⅱ

12.5.5の評価式で算定される値の2倍として安全率を

半分に低減させた上で必要本数を配置した。 

 接合部の断面特性を把握することを目的に行った試

設計によるフランジ作用力の比較結果を図－6 に示す。

試算ケースでは，レベル1地震動の組合せケースで決

定されず，常時荷重の温度荷重との組合せケースで鋼

－コンクリート接合部のスタッド本数が決定される結

果となった。フランジ作用力のうち，レベル1地震動

ケース／常時組合せケースの比率を比較した結果，イ

ンテグラルアバット構造は，case6：少数主桁橋の合成

桁で橋長20m，橋台高10mのケース（レベル1／常時比

率＝0.61）が，門型ラーメン構造は，case29：多主桁

橋の合成桁で橋長60m，橋台高15mのケース（レベル1

／常時比率＝0.82）が最も地震の影響を受けやすいケ

ースとなった。 

また，試設計結果のうち，橋台壁厚が薄く，上下部

接合の鋼桁埋込み長が相対的に薄くなるケースは，

case13:インテグラルアバット構造で多主桁橋（合成桁，

Ⅲ種地盤），橋長40m，橋台高10mとなった。図－7は，

橋台壁厚B

桁
高
H

A

A

M/H

軸力N

M/H

曲げモーメントM

せん断力S

A-A

フランジ作用力P=M/H+N/2

図－5 接合部スタッドの作用断面力
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インテグラルアバット構造 門型ラーメン構造
ケース名

フ
ラ
ン
ジ
作
用
力
P
（
kN
/
桁
）

常時(温度組合せケース）

地震時（レベル１地震組合せケース）

図－6 接合部のフランジ作用力の比較 

A - A
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（必要スタッド本数：51本）

（必要スタッド本数：51本）

60-STUD φ22x150(SS400)

65
4x60=240

65

370

図－7 スタッド配置図（埋込み浅いケース） 

図－8 スタッド配置図（スタッド本数最大ケース） 

A - A
桁埋込長 2150

竪壁厚 2500

3
0
0

桁
高

 
2
9
0
0
1
4
5
0

1
4
5
0

A

A

150 10010x190=1900

120 12x165=1980
350

50

桁
高

 
2
9
0
0

67060 60
5x110=550

65-STUD φ22x150(SS400)

（必要スタッド本数：59本）

（必要スタッド本数：59本）

66-STUD φ22x150(SS400)

5x380=1900 1001502
5
0

3
0
0

2
5
0

42-STUD φ22x150(SS400)
（必要スタッド本数：12本）

ウェブ片面当り

3
0
0

6
0
0

6
0
0

3
0
0

3
0
0

50
4x105=420

50

520

スタッド溶接
φ22x150

6



case13の必要スタッド本数を確保し，橋台壁の主鉄筋

と鋼桁のあきを確保しつつ作用断面力い対して最小値

となる橋台壁厚とした，埋込みが浅いケースのスタッ

ド配置図である。本試算結果を元に，実験供試体 

について述べることとする。 

なお，試算ケースのうち，必要スタッド本数が最大

となるのは，case29：門型ラーメン構造で，多数主桁

（合成桁），Ⅲ種地盤，橋長60m，橋台高15mとなった。

case29のスタッド配置図を，図－8に示す。いずれの

ケースもフランジを拡幅することなくスタッド配置が

可能な結果となった。 

（２）接合部の終局耐力比較 

鋼－コンクリート接合部の塑性化部位検討のための

試算ケース対象としては，自治体で採用機会の多い多

主桁橋の合成桁・非合成桁を対象とし，インテグラル

アバット構造でcase1，case3，case13，case15の4

ケース，門型ラーメン構造でcase17，case19，case29，

case31の4ケースの合計8ケースの試設計ケースを選

定した。

ここでは，耐力に影響する材料強度や部材寸法のば

らつきを考慮しない場合の終局曲げ耐力を算出し，最

も耐力が小さくなる部位を求めた。 

非合成桁・合成桁とも，曲げモーメントとせん断力

が作用する場合の終局曲げ耐力は，両端固定単純梁に

分布荷重が作用した場合を想定し，曲げモーメントと

せん断力の関係は 4乗相関則 6)を仮定して算出した。

接合部の終局曲げ耐力は，スタッドの許容せん断力を

道示4)Ⅱ12.5.5の2倍として安全率を半分に低減させ

て算出した。図－9 は，終局耐力の比較結果である。

試算した結果，全ての算定ケースに対し，橋台壁側RC

断面 MBU＜鋼桁断面 MAU＜鋼-コンクリート接合部 MCUと

なった。本試算結果によると，いずれのケースにおい

ても供用への影響等が小さい橋台壁側で先行して塑性

化が生じることとなる。なお，実設計で想定し得る材

料強度や部材寸法のばらつきの影響を考慮した信頼性

解析については，次年度の共同研究報告書にて詳述予

定である。 

４．スタッドと支圧の抵抗機構に関する 

実験供試体の有限要素解析 

４．１ 解析の目的 

実験では直接計測できない作用力に対するスタッド

せん断抵抗力と支圧抵抗力の分担割合を明らかにする

ことを目的として，スタッドと支圧抵抗機構に関して

実施した実験供試体 5)を対象とした有限要素解析を行

った。また，鋼桁埋込み深さが相対的に浅いケースに

ついて，断面力分布を明らかにすることを目的の一つ

とした。 

４．２ 解析ケース 

解析ケースを表－6に示す。Case1を基本ケースとし

て，Case2 がフランジ下面の空隙を考慮したケース，

Case3が埋込み深さの浅いケースの3ケースとした。 

４．３ 解析条件 

（１）解析モデル 

実験供試体は，実橋の約1/3の縮尺であり，橋台を

模したRC壁に鋼桁を埋込み，鋼桁の片持ち先端部に鉛

直上下方向の載荷力を与えている。解析モデル諸元を

図－10に示す。解析モデルの縮尺は実験と同様に実橋

の約1/3とし，構造の対称性を考慮して1/2モデルで

解析を行った。 

 接合部のスタッドは、試設計では軸径22mm，スタッ

ド全高150mmを用いていたが，実験供試体は実橋の約

1/3の縮尺でありスタッド配置に配慮して軸径19mm，

スタッド全高150mmを採用し，曲げモーメントに対し

て上下フランジに配置されたスタッドがそれぞれ偶力

に抵抗し，せん断力に対してウェブに配置されたスタ

ッド，また軸力に対して上下フランジ及びウェブに配

置された全てのスタッドが抵抗すると想定した。スタ

ッドは接合部のような剛域におけるスタッドのずれ性

状を確認するために行った正負交番実験 5)と同じ方針

とし，1 本あたりのスタッドの許容せん断力を道示 4)図－9 鋼－コンクリート接合部の耐力比較結果 
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Ⅱ12.5.5の評価式で算定される値の2倍として安全率

を半分に低減させた上で必要本数を配置した。 

 使用要素は，コンクリートはソリッド要素，鋼桁ウ

ェブはシェル要素，ウェブ付きスタッドはばね要素に

てモデル化を行った。スタッドせん断抵抗とフランジ

支圧抵抗の抵抗機構を明らかにすることを目的として

いるため，図-11 に示す通り，フランジ付きスタッド

はソリッド要素を用いて，精密にモデル化を行った。

また，スタッドとフランジ間の接合部に応力集中が想

定されるため，鋼桁上下フランジはソリッド要素とし

て精密にモデル化した。さらに，鉄筋を棒要素でモデ

ル化すると鉄筋位置で節点が必要となりメッシュが細

かくなるため，解析計算の収束性を考え，シェル要素

にてモデル化を行った。スタッドとフランジ間の接合

部に応力集中が想定されるため，鋼桁上下フランジは  

表－6 解析ケース

Case1 Case2 Case3

埋込長(mm) 585(深) 585(深) 400(浅)

橋台壁厚(mm) 700 700 500

フランジ下面

支圧抵抗
有 無 有

図－10 解析モデル概要図(Case1,2) 

図－11 解析モデル概要図(スタッド部拡大) 

ソリッド要素として精密にモデル化した。スタッドの

要素分割は，円周方向に30°ピッチ，鉛直方向に8分

割とした。さらに，フランジの要素分割は厚さ方向に

2 分割とした。鋼桁フランジとコンクリート間は摩擦

を考慮することとし，文献7)を参考に摩擦係数0.5，

せん断付着強度0.5N/mm2として設定した。 

 境界条件は，橋台壁基部をX方向，Y方向，Z方向変

位を固定，橋台壁側面をY方向変位を固定とした。載

荷方法は，鋼桁端部に鉛直方向(Z 方向)の強制変位を

与えた。実験と同様にCase1及びCase2では鉛直変位

δy=7.1mm，Case3では鉛直変位δy=4.6mmを載荷基本

変位1δyとし，変位制御により+1δy，-1δy，+2δy，

-2δy として各正負交番載荷を行った。載荷基本変位

1δyは，Case1及びCase3それぞれにおいて，スタッ

ドが計算上のせん断降伏に最初に達すると想定される

橋台壁前面側のスタッド基部のせん断力を推定し，ス

タッド基部がこのせん断力に達したときの載荷点位置

の鉛直変位から設定した。解析に用いたソフトウェア

は汎用有限要素解析プログラムABAQUS V.6.13-18)であ

る。

（２）材料のモデル化及び材料定数 

 コンクリートの応力－ひずみ関係を図－12に示す。 

図－12 コンクリート構成則 

表－7 コンクリート材料定数 

Case1 Case2 Case3

ヤング率(N/mm
2
) 24210 26872 25846

ポアソン比 0.2 0.2 0.2

圧縮強度(N/mm
2
) 31.9 34.3 35.1

引張強度(N/mm
2
) 2.31 2.43 2.47

備考 材齢15日 材齢15日 材齢21日

Stud 150×19 

載荷基本変位1δy 

を設定したスタッド 

700 

115 
585 

3400 

鋼桁 

負加力(－側) 

正加力(＋側) 橋台壁 

300 

795 

905 

ε 

σ 

εtu＝0.002 

εt2＝2×εt1

εt1

ft

fc

εc＝0.0022 
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ここに，εc：コンクリートのひずみ 

σc：コンクリートの応力(N/mm2) 

fc ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

εc1：ピーク時のコンクリートひずみ 

Ecm：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

ft：コンクリートの引張強度(N/mm2) 

複合構造について検討した文献 9)を参考に，

Eurocode210)に示された応力－ひずみ関係式(1.1)～

(1.3)を適用(ただし劣化勾配及び終局ひずみεcuは考

慮せず)した。引張側の構成則は，応力が初期剛性 Ecm

で引張強度ftまで線形としft到達後はひび割れの発生

を考慮した。ただし解析上安定させるため，ft到達後

応力はftのままひずみのみ増加する部分を設けた。引

張強度ftについては，材料引張試験を実施していない

ため，コンクリート標準示方書 11)に示されている式

(1.4)を用いて算出した。解析で用いたコンクリートの

材料定数を表－7 に示す。これらは実験供試体 5)の材

料特性と同一の値を用いた。 

スタッドの応力－ひずみ関係を図－13に示す。スタ

ッド，鋼材及び鉄筋すべて図－13と同様に，実験で用

いた材料のミルシートをもとにバイリニアでモデル化

した。解析で用いたスタッド，鋼材及び鉄筋の材料定

数を表－8 に示す。これらの材料は実験供試体 5)の材

料特性と同一の値とし，全ケース共通の値を用いた。 

ウェブ付きスタッドのばね要素は既往の文献 11)の値

を用い，水平せん断方向と鉛直引き抜き方向に対して

設定した。表－9にスタッドに用いたばね定数を示す。 

４．４ 解析結果及び考察 

（１）載荷荷重－載荷点の鉛直変位関係 

図－14にCase1の鋼桁先端部の載荷点位置における

載荷荷重－鉛直変位関係の履歴曲線を示す。図中には

比較のため，載荷実験より得られた載荷荷重－載荷点

の鉛直変位関係を併せて示す。図中の変位量は，橋台

壁の回転や変形に起因する変位量を控除するための補

正を行い，橋台壁に対する載荷点部の相対的な変位量

を示している。また，図中には載荷ステップごとの最

大荷重・最大変位及び最小荷重・最小変位を示してい

る。 

図－14より，両者の比較において，初期勾配は概ね

一致する結果となった。さらに実験と同様に，正加力

と負加力で履歴曲線は概ね対称的な挙動を示していた。

初期勾配以降の差違の要因としては，今回の実験供試

体のように柱軸方向を取り囲む帯鉄筋が配置されてお

り拘束度の高いコンクリート構造物であることが影響

したと考えられる。 

（２）作用曲げモーメントに対する各抵抗要素の評価 

 解析結果に基づき，載荷荷重から計算される作用曲

げモーメントに対する各抵抗要素の抵抗比率を算出し

た。鉛直力として，下記に示す5成分を抽出した。

①フランジ付スタッド頭上面支圧力 

σy：393.7

-500

-250

0

250

500

-0.010 -0.005 0.000 0.005 0.010

応
力

σ
(N

/m
m2
)

ひずみε

図－13 スタッド構成則 

表－8 鋼材材料定数 

ヤング率
引張降伏

応力度

(N/mm
2
) (N/mm

2
)

鋼材(SM490) 200000 0.3 356.0 フランジ

鋼材(SM400) 200000 0.3 299.1 上記以外

鉄筋(SD345) 199410 0.3 395.3 径：D22

鉄筋(SD345) 191110 0.3 378.9 径：D25

スタッド 200000 0.3 393.7

ポアソン比 備考

表－9 ウェブ付きスタッドに用いたばね定数(N/mm2) 

水平方向 2.0×10
5

鉛直方向 1.0×10
8

＝ 0.0022 (1.2) 

＝
1＋� 2� (1.1) 

＝0.23・ /
(1.4) 

＝�1.1 � (1.3) 
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図－14 載荷荷重-鉛直変位履歴曲線(Case1) 

 (a) 正加力時 

(b) 負加力時

図－15 接合部各抵抗力(曲げ換算)概念図 

  ②フランジ付スタッド頭下面支圧力 

  ③フランジ上面支圧力 

④フランジ下面支圧力 

  ⑤ウェブ付スタッド鉛直せん断力 

さらに水平力として，下記に示す5成分を抽出した。 

①フランジ付スタッドの水平せん断力 

②ウェブ付スタッドの水平せん断力

  ③フランジとコンクリートの間の摩擦力 

④橋台壁背面側ウェブコバ面の接触力 

  ⑤橋台壁背面側フランジコバ面の接触力 

各抵抗力に中立軸からの距離を乗じて抵抗曲げモー

メントを算出し，作用曲げモーメントに対する抵抗比

率を算出した。鉛直力は埋込桁長の半分の位置をX方

向中立軸とし，水平力は桁高中心をZ方向中立軸と仮

定した。作用曲げモーメントは，載荷荷重にX方向中

立軸から載荷点までの距離を乗じて算出した。図－15

に接合部の各抵抗力(曲げ換算)の概念図を示す。図－

16 に各抵抗要素の抵抗比率を示す。図－16 に示す()

付きの数値は抵抗比率及び抵抗曲げモーメントの合計

値を示している。 

積み上げた抵抗曲げモーメントの合計は，Case1 で

は作用曲げモーメントの 99%～102%と良く一致してい

た。Case2では+1δy時は作用曲げモーメントの86%で

あったが，それ以外は作用曲げモーメントの 98%～

100%であり良く一致していた。Case3 でも作用曲げモ

ーメントの95%～99%であり良く一致していた。 

Case2の荷重が小さい+1δy時は，フランジ下面に支

圧が無いためフランジ支圧での抵抗比率が Case1 の

+1δy 時では 29%であったのに対して 6%と小さく，フ

ランジスタッド頭やフランジコバ面での抵抗が増加し

ている。抵抗曲げモーメントと作用曲げモーメントと

の差分の 14%については，フランジ下面に空隙を考慮

しており，X 方向中立軸が埋込桁長の半分の位置から

ずれたことと，鉛直方向抵抗力の 5 成分の合計が

107.9kN，載荷荷重が151.9kNであり差違があったため

と考える。フランジ下面に空隙を設けることにより，

差違が生じたと考えるがその原因は不明である。 

鋼桁フランジとコンクリートの摩擦力(Q2)及びウェ

ブコバ面(Q4)の抵抗比率は，ほぼ0%であり，鋼桁フラ

ンジとコンクリートの摩擦及びウェブコバ面での抵抗

力は微少であることが分かった。 

フランジスタッド水平せん断力(Q1)の抵抗比率は，

Case1 では 51%～60%，Case2 では 57%～61%，Case3 で

は47%～51%であった。フランジスタッド水平せん断力

は支圧の有無によって変わらず，Case1とCase2では 

X 方向中立軸 

Z 方向中立軸

P2(フランジスタッド頭上面支圧力) 

Q3(ウェブスタッド 

水平せん断力) 

Q5(フランジ 

コバ面接触力) 

H 

H/2 

H/2 

L/2 
L 

P1(フランジ下面支圧力) 

Q1(フランジスタッド 

    水平せん断力) 

X 

Z 

作用力(正加力) 

Q2(鋼桁-Con 摩擦力) 

L/2

Q4(ウェブ 

コバ面接触力) 
P3(ウェブスタッド鉛直力) 

P2(フランジスタッド頭下面支圧力) 

P1(フランジ上面支圧力) 

X 方向中立軸 

Z 方向中立軸

Q3(ウェブスタッド 

水平せん断力) 

Q5(フランジ 

コバ面接触力) 

H 

H/2 

H/2 

L/2 
L 

P1(フランジ下面支圧力) 

Q1(フランジスタッド 

    水平せん断力) 

X 

Z 

作用力(負加力) 

Q2(鋼桁-Con 摩擦力) 

L/2 

P3(ウェブスタッド鉛直力) 

Q4(ウェブ 

コバ面接触力) 

P2(フランジスタッド頭下面支圧力) 

P1(フランジ上面支圧力) 

P2(フランジスタッド頭上面支圧力) 
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(a) Case1(埋込長：深，フランジ下面支圧力：有) 
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2%
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(100%)

(b)Case2(埋込長：深，フランジ下面支圧力：無) 
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(c)Case3(埋込長：浅，フランジ下面支圧力：有) 

P1(フランジ支圧力) P2(フランジスタッド頭支圧力)

P3(ウェブスタッド鉛直力) Q1(フランジスタッド水平せん断力)

Q2(鋼桁-Con摩擦力) Q3(ウェブスタッド水平せん断力)

Q4(ウェブコバ面接触力) Q5(フランジコバ面接触力)

図－16 接合部各抵抗比率 

ほとんど差違がなかった。また埋込長が浅いCase3で

は埋込長が深いCase1に比べて4%～9%低い抵抗比率で

あった。 

フランジ支圧力(P1)の抵抗比率は，Case1では24%～

34%であり，Case2では正加力時は6%～10%，負加力時

は13%～16%であり，支圧の有無による影響が現れてい

た。Case3では18%～26%であり，埋込長が深いCase1

に比べて6%程度低い値であった。

フランジスタッド頭(P2)での抵抗率は，Case1 では

1%～3%，Case3では0%～1%と微少であった。しかしフ

ランジ下面の支圧抵抗が無いCase2では正加力時は5%

～8%，負加力時は 6%～10%であり，他のケースに比べ

て高い抵抗比率を示していた。Case2 ではフランジ下

面の支圧が無いためスタッド頭で抵抗しているものと

考える。ウェブスタッド水平せん断力(Q3)の抵抗比率

は，Case1では4～8%，Case2では5%～9%，Case3では

7%～11%であった。荷重倍率が増加するにつれ抵抗比率

が上昇する傾向であった。 

フランジコバ面接触力(Q5)の抵抗率は，Case1 では

4%～9%，Case2では4%～12%，Case3では10%～15%であ

り，荷重倍率が増加するにつれ抵抗比率が低下する傾

向であった。 

実験供試体(床版なし，鉛直荷重載荷)を対象とした

今回の解析では，フランジ付きスタッドの水平せん断

抵抗率は，作用力の 60%程度であるため，スタッドの

抵抗力に加え鋼桁フランジ面の支圧力やフランジコバ

面の接触力等の他の抵抗力が期待できることが明らか

となった。今後，こうしたスタッド以外の抵抗要素が

実橋の条件でも同様に期待できるか，引き続き検討す

る必要がある。

５．まとめ 

 接合部の断面特性把握を目的として行った全体系平

面骨組解析による試設計の結果を以下にまとめる． 

1)試設計した全32ケースに対し，鋼‐コンクリート接

合部は常時荷重と温度荷重の組合せケースで必要スタ

ッド本数が決定される結果となった． 

2)埋め込み浅いケース，スタッド本数最大ケース等条

件が厳しいケースでも，フランジ拡幅することなくス

タッド配置が可能な結果となった． 

3) 鋼‐コンクリート接合部の塑性化部位は，いずれの

ケースも供用への影響等が小さい橋台壁側となった． 

鋼桁の埋込深さ及びフランジ下面の空隙の有無をパ

ラメータとし，実験供試体を対象とした有限要素解析

により接合部の抵抗機構について検討した。得られた

主な結果を，以下にまとめる。 

1)解析結果と実験結果を比較して，荷重－変位関係の

初期勾配は概ね一致する結果となった。 

2)接合部の曲げモーメントに対する抵抗として，フラ

ンジ付きスタッドの水平せん断力，フランジの支圧

力及びフランジコバ面の接触力の3つが支配的であ

ることを確認できた。 
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3)1 本あたりのスタッドの許容せん断力を道示 4)の評

価式で算定される値の2倍として安全率を半分に低

減させた上で必要本数を配置した解析モデルにおい

て，接合部の曲げモーメントに対してフランジ付ス

タッドの水平せん断力で 50～60%程度を負担してい

ることが確認できた。 

今後，全体系平面骨組解析で試設計した実橋モデル

（床版を考慮）に対して実施する有限要素解析により，

スタッド以外の抵抗要素が実橋の条件でも同様に期待

できるか検証予定である。その結果を踏まえ，鋼－コ

ンクリート接合部の設計法を提案するべく，検討を継

続していく予定である。
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